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平成２１年度事業実施案

来年度は委員会とテーマ別のワーキンググループ（WG）で検討する

第１回委員会第１回委員会 第２回委員会第２回委員会 第３回委員会第３回委員会

WG（Ⅰ期）

（必要に応じて開催）

WG（Ⅰ期）

（必要に応じて開催）
WG（Ⅱ期）

（必要に応じて開催）

WG（Ⅱ期）

（必要に応じて開催）

情報収集
等

Web等で

情報発信
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来年度ワーキンググループでの対応を想定

平成21年度実施ワーキンググループ検討案

低炭素・省エネ
WG

・CO2削減
・B/Cの検討

Ⅰ期

・低炭素・省エネルギー
不動産実現のための
しくみ等設定

・評価手法の検討
（CASBEE、LEED）

・情報収集
・あり方
・目指す姿

広範的価値WG
(景観緑地・生物多様性)
・主観に関係するテーマ

・景観緑地、生物多様
性の不動産価値への
影響検討

・評価手法の検討
（CASBEE、LEED）

Ⅱ期

情報収集の是非、目指す姿を提示すること
の是非を含めて検討
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収益Ⅰ
不動産の
費用

▲光熱費・修繕費等
の削減

環境リスク
リスク

不
動
産
の
価
値

収益Ⅱ

純収益

収益Ⅰ

リスク

収益Ⅱ

CASBEE等、既存評価方法の活用

外部性の内部化範囲の検証（事例
の収集と要因の特定）

効果の計測方法と
評価指標・情報発信の検討

分配スキーム（共有化システム）確立のために、効果の見える化（計測と情報提供）について検討

環境不動産の価値を「見える化」する方策

キャップアンドトレードの普及（例：
東京都環境確保条例）

「見える化」
した環境価値

テナントの負担
（負担割合は増加）

投資家・オーナーの負担
（負担割合は減少）

▲規制による低減

△外部性の内部化
による増加

「見える化」により全体的な負担がことが判明、テナントのコスト負担
の拡大と共に投資家・オーナーのコストの削減ができる

投資家・オーナーの環境不
動産への投資インセンティ

ブの拡大

環境不動産への投資促進

「見える化」する
環境価値の増加
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共有化のモデルイメージ

オーナー

テナント・入居者

電力会社投資家
金融機関

データ

データから収益性の向上・
投資リスクの軽減を計測

データの提供により有利な条件で
投資・融資を受けることが可能
→結果的に環境不動産の開発を促進

投資・融資

省エネ不動産
（太陽光発電）
の賃貸

市況よりも高い賃料

電気代

売電

提供

規制（東京都環境確保条例、改正省エネ法、固定価格買取制度など）

・省エネ関連の規制を遵守
・電力購入先の分散

電気代の低減による経済的メリット
CSR上の価値

データの内容（例：新地委員、小林委員提供資料参照）
■月別電気代（売買データ）、入居率、補助金関連データ（太陽光
発電システム事業者支援（経済産業省）・エコキュート（ヒートポ
ンプ蓄熱センター）・オール電化設備費補助金（九州電力））

■オール電化 マンションと一般マンションの初月契約率
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低炭素・省エネワーキンググループにおける検討テーマ

１）評価すべき低炭素・省エネ価値
– 建築物の「省CO2」、「省エネ」

２）主体別の着眼点
– 投資家サイド：収益性、環境リスク低減
– ユーザーサイド：エネルギーコストの削減、環境確保条例・改正省エネ法対応

３）低炭素・省エネ価値を評価する手法・基準
– CASBEE、LEEDの活用

– 東京都環境確保条例・改正省エネ法への対応

４）「環境価値」を実現するしくみ
–個別メータの設置など、テナントごとに光熱費を管理する手法
–光熱費契約の上限設定、課徴金
–個別空調／温度計の設置

５）環境不動産の要素
–テナントへの情報提供 ：個別メータ、温度計
–テナントの省エネ活動施設 ： 個別空調、個別照明
–太陽光パネル・燃料電池など新エネルギー設備
–高断熱構造・熱貯蔵システムなど効率的エネルギー利用建物
–効率的な照明・昇降機システム

以下の事項を軸に環境不動産のあり方・目指す姿を仮定する（ＷＧでも議論）
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収集すべき情報（低炭素・省エネワーキンググループ）

• 分析手法

– 賃料、エネルギーコスト、不動産の取引価格

– 不動産の性能評価と使用者のエネルギー消費量等との評価の関係

– 建物の１年ごとの運用エネルギー、ライフサイクルから見た運用エネルギーのマクロ、ミクロ
な実績データの蓄積

– 将来のエネルギー需給の動向、ＣＯ２排出量の環境コスト

• 情報収集手法

– 既存データ収集：公共（管理データ等） 民間（新地委員）

– 新規データ収集：アンケート方式

• 情報提供手法

– 公共主体、民間主体（不動産協会自主行動計画等）

– 情報伝達手段（ウェブサイトの活用を今後検討）

ＷＧで仮定した環境不動産のあり方・目指す姿から収集すべき情報を検討（下記は研究会議論による現段階の素案）
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事例：ESCO事業

• 光熱費等経費の削減分で全ての経費を賄う
省エネルギー改修に要した投資、金利返済、ESCOの経費等は全て、省エネルギーによる経費削減分で賄われる。契約終了後の経
費削減分は全て顧客の利益となる

• 省エネ効果をESCOが保証
ESCO事業導入による省エネ効果をESCOが保証するパフォーマンス契約である。

• 包括的なサービスを提供
ESCOは、省エネ診断、改修計画の立案、設計・施工管理といった直接工事に関わるサービスとともに、改修後の運転管理、資金調
達、会計分析を含む包括的なサービスを提供する。

• 省エネ効果の検証を徹底
改修工事後の効果の検証を徹底して行う。工事後の効果に責任を持つことから、通常の省エネ改修工事より省エネ効果が高くなる
と評価されている。

• 資産ベースによらない融資環境（プロジェクト・ファイナンス）
ESCO事業の場合、事業の採算性が融資の担保となる。

出典：財団法人省エネルギーセンターHPより作成
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４）「環境価値」を実現するしくみ（仮）
•市場に馴染む評価手法の確立

５）環境不動産の要素（仮）
•樹木の数
•絶滅危惧種の数
•緑化による生産性の向上
・水、大気等

６）評価項目
・快適性、明るさ等

１）評価すべき広範的価値
•建築物の緑化
•生物多様性
•建築物の景観

２）主体別の着眼点
•投資家サイド：緑地整備、生物多様性への配慮による収益率の向上
•ユーザーサイド：快適性の向上、生産性の向上
•オーナー・金融機関：CSR視点以外の価値の有無

３）生産性向上に資する環境の価値を評価する手法・基準
•CASBEE、LEEDの活用
•既存事例（緑化や生物多様性に配慮した不動産の評価）

広範的価値ワーキンググループにおける検討テーマ

ワーキングにおける議論を経て検討
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事例：東京ミッドタウンにおける取り組み
（三井不動産）

東京ミッドタウンにおける取り組み

• 旧防衛庁時代の樹木を保全・活用

• 隣接する港区立檜町公園と一体的に整備した約4haのオープンスペースや屋上緑化などによって、

周辺地域とのグリーンベルトの形成やヒートアイランド現象の緩和に効果

資料：三井不動産ウェブサイト
および『On the Green －What we 
do for the Earth－』


